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Abstract
 The government subsidy for compulsory education is currently under serious review 
nationwide. This paper tries to explain the features of new block-grant system which was 
introduced from 2004 fiscal year, by comparing with (i) the former subsidy system and 
(ii) local allocation tax system that has been under discussion as a future alternative 
system, from the view points of accelerating decentralization and securing the level of 
nationwide compulsory education.
 In order to clarify the characteristics of new block-grant system, the analyses in this 
paper focus on (i) such factors as "standards of class size", "the number of teachers 
and other staffs" and "salaries of teachers and other staffs" from the view point of 
accelerating decentralization and (ii) such factors as "securing enough expense for 
compulsory education as a whole" and "possible diversion to purposes other than education" 
from the view point of the nationwide quality leveling of compulsory education.
 In conclusion, both block-grant system and local allocation tax system are expected to 
contribute to accelerating decentralization compared with the former subsidy system. 
On the other hand, local allocation tax system may face difficulties in securing enough 
expense for compulsory education and may cause diversion of use of money to purposes 
other than education. As the writer is in the affirmative position to accelerating 
decentralization and consider that it is essential to maintain nationwide revenue source 
stability concerning the compulsory education, the conclusion is that block-grant system 





 この議論は、2002 年 6 月に閣議決定された「経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2002（以下、
基本方針 2002 とする。)（２）」において初めて提案された、国庫補助負担金の削減、地方交付税交付
金の財源保障機能の縮小及び地方への税源移譲を一体として検討し、改革するといういわゆる三位









　基本方針 2002 を間に挟んで 2002 年 6 月に「事務・事業の在り方に関する中間報告」及び同年 10
月に「事務・事業の在り方に関する意見」をまとめた地方分権改革推進会議は、それらの中で、国
庫負担制度が義務教育に関する種々の工夫についての地方の自由な判断を事実上制約しているので、






















































































度と比較する。その理由は、①は既に 2004 年 4 月から制度化されていること、②は総務省及び地方
























































だけ法律の原則である実支出額の 2 分の 1 の額に近づけるために、そのような差を考慮する必要が
あり、厳密な計算方法が取られていた。
（２）総額裁量制の特徴




















































































る。この特例基準の設定が 2001 年に可能になるまで文部科学省は 40 人という標準について厳格な
運用を行ってきたが、義務標準法の改正により特例基準の設定が可能になった後は、2001 年度には








































































































































































































(2) 基本方針 2002 の内容は、経済財政諮問会議のホームページ（http://www.keizai-shimon.go.jp/cabinet/
2002/0625kakugikettei.pdf、最終アクセス日 2004.12.1）に掲載されている。
(3) 基本方針 2002 に続く三位一体改革に言及している閣議決定としては「経済財政運営と構造改革に関す
る基本方針 2003」及び「経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2004」がある。いずれも経済財政諮
問会議のホームページに掲載されている。基本方針 2003 については http://www.keizai-shimon.go.jp/
cabinet/2003/0627kakugikettei.pdf（最終アクセス日　2004.12.1）、基本方針 2004 については http://
140
www.keizai-shimon.go.jp/cabinet/2004/0604kakugikettei.pdf（最終アクセス日　2004.12.1）。
(4) 地方分権改革推進会議は、その設置期限が 2004 年 7 月であり、実質的には同年 5月にその役割を終えてい
るが、ここで言及した提言等に関する資料は、同会議のホームページ（http://www8.cao.go.jp/bunken/、
最終アクセス日　2004.12.1）に掲載されている。
(5)　文部科学省の主張に関しては、2002 年 8 月から 2004 年 8 月にかけて文部科学大臣が経済財政諮問会議
に提出した資料を参考とした。いずれの資料も経済財政諮問会議のホームページ（http://www.keizai-
shimon.go.jp/minutes/index.html）に掲載されている。例えば、2002 年 8 月 30 日に遠山大臣が提出した




(7) この具体案の取りまとめを行った際の全国知事会議の様子については、2004 年 8 月 19 日の読売新聞朝刊




(9) この緊急要請に関しては、文部科学省初等中等教育局財務課（2004a）及び全事研会報 5 月臨時号（平成































(18) 本稿脱稿後、総額裁量制が 36 都道府県で利用されていないとの報道（2004 年 10 月 15 日朝日新聞朝刊 3
面）や、2005, 2006 年度の 2 ヵ年で国庫負担金を 8,500 億円削減すると政府・与党で暫定ではあるが決定
したという事実（2004 年 11 月 26 日「三位一体の改革について」政府・与党　http://www.keizai-shimon.
go.jp/minutes/2004/1126/item2.pdf を参照）などがあるが、本稿には反映していない。
(19)2004 年 4 月 1 日に全部改正される前の「義務教育費国庫負担法第二条ただし書の規定に基づき教職員の給
与及び報酬等に要する経費等の国庫負担額の最高限度を定める政令」第 1条及び第 3条を参照。
(20)1952 年当時の限度額設定の経緯については、相澤 (1960)376-390 頁に詳しい。
(21)1952 年及び 1964 年における限度額設定の経緯については、井深（2003）195 － 197 頁を参照。
(22)1994 年度からは、地方交付税交付金の交付団体から、財政力指数が一を超える都道府県以外の都道府県と
規定が変更となっているが、ここでは制度の連続性を重視して、「交付団体」とした。
(23)2004 年 4 月 1 日に全部改正される前の「義務教育費国庫負担法第二条ただし書の規定に基づき教職員の給
与及び報酬等に要する経費等の国庫負担額の最高限度を定める政令」第３条及び第４条を参照。また、金
井（2003）Ⅱ 42-43 頁は、当該条文及び関係省令を理解する際の参考となる。






2003 年 12 月 8 日号　39-50 頁による。
(26) 金井（2003）Ⅳ 42 － 45 頁においても、国立大学法人化の実施後に想定されるシナリオの一つとして、 教
育職俸給表（二）及び（三）の消滅後に国庫負担の基準として定められた積算根拠については、その仮構
性が高まることを指摘している。





(28) 地方交付税制度研究会（2003）35 頁を参考に 2003 年度の都道府県分の小学校費について推計したところ、
国庫支出金がある場合の単位費用が 563.8 万円であるのに対し、ない場合には 951.2 万円となる。




























(32) 少し古い数字になるが、平成 12 年の改正後の一般職の職員の給与に関する法律における教育職俸給表（三）
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